
雇用動向に関するアンケート調査結果

（生活衛生関係営業の景気動向等調査・特別調査結果 2023年10～12月期）

２ ０ ２ ４ 年 ３ 月 １ 日
株式会社日本政策金融公庫

＜従業員数の増減＞（２、３ページ）

○ １年前と比べた従業員数の増減について、「減少」と回答した企業の割合は12.4％と、前年調査（2022年）を0.7ポイン

ト下回った。「増加」と回答した企業の割合は8.5％と、前年調査を2.0ポイント上回った。

＜従業員の過不足感＞（４、５ページ）

○ 従業員の過不足感について、「不足」と回答した企業の割合は35.7％と、前年調査（2022年）を1.5ポイント上回った。

＜正社員の賃金水準＞（11ページ）

○ １年前と比べた正社員の賃金水準について、「上昇」と回答した企業の割合は41.8％と、前年調査（2022年）を7.4ポイ

ント上回り、比較可能な2019年以降、最も高い割合となった。

○ 今後１年間の正社員の賃金見通しは、「引き上げ予定」が38.9％と、前年調査を6.1ポイント上回った。

＜非正社員の賃金水準＞（12ページ）
○ １年前と比べた非正社員の賃金水準について、「上昇」と回答した企業の割合は57.5％と、前年調査（2022年）を8.1ポ

イント上回り、調査開始以来、最も高い割合となった。

○ 今後１年間の非正社員の賃金見通しは、「引き上げ予定」が41.7％と、前年調査を6.2ポイント上回った。

非正社員の賃金水準を引き上げた企業の割合は、過去最高の約６割
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調 査 時 点 2023年12月中旬

調 査 方 法 訪問面接調査

調 査 対 象 生活衛生関係営業 3,290企業

有効回答企業数 3,142企業（回答率 95.5％）

（ 業 種 内 訳 ） 飲食業 1,446 企業 映画館 61 企業

食肉・食鳥肉販売業 155 企業 ホテル・旅館業 174 企業

氷雪販売業 55 企業 公衆浴場業 112 企業

理容業 420 企業 クリーニング業 260 企業

美容業 459 企業

【調査の実施要領】

• 2016年４～６月期調査から沖縄県を調査対象に加えている。

• 比率の算出にあたっては、無回答を除いたものを母数としている。

• 比率は、すべて百分率（％）で表し、少数第２位以下を四捨五入しているため、単一回答であっても
構成比の合計が100％とならない場合がある。

• 本調査における従業員の定義は下表のとおり。いずれも家族従業員は除く。

1

正社員（注） 常時雇用の従業員

非正社員
正社員以外の方で、６か月以上継続雇用（雇用予定を含む）している方
（パート・アルバイト、契約社員、派遣社員等）

【従業員】

（注）2019年の調査以前は、「正社員」に個人企業の家族従業員を含めて集計していた。

【本調査における留意事項】



１－１．従業員数の増減

図表１ 従業員数の増減（全業種）
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○ １年前と比べた従業員数の増減について、「減少」と回答した企業の割合は12.4％と、前年調査（2022年）を0.7ポイント下
回った。

○ 「増加」と回答した企業の割合は8.5％と、前年調査を2.0ポイント上回った。
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１－２．従業員数の増減（業種別）
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図表２ 従業員数の増減（業種別）

①飲食業 ②食肉・食鳥肉販売業 ③氷雪販売業

④理容業 ⑤美容業 ⑥映画館

⑦ホテル・旅館業 ⑧公衆浴場業 ⑨クリーニング業
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２－１．従業員の過不足感

図表３ 従業員の過不足感（全業種）
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○ 従業員の過不足感について、「不足」と回答した企業の割合は35.7％と、前年調査（2022年）を1.5ポイント上回った。

○ 業種別にみると、「不足」と回答した企業の割合は、ホテル・旅館業が73.0％と最も高く、次いで、食肉・食鳥肉販売業
（45.8％）、飲食業（42.2％）の順となった。
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２－２．従業員の過不足感（業種別）
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図表４ 従業員の過不足感（業種別）

①飲食業 ②食肉・食鳥肉販売業 ③氷雪販売業

④理容業 ⑤美容業 ⑥映画館

⑦ホテル・旅館業 ⑧公衆浴場業 ⑨クリーニング業
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6

○ 従業員の不足への対応は、「従業員の新規採用」と回答した企業の割合が44.0％と最も多く、次いで「営業時間の短縮」
（37.3％）、「従業員の多能化・兼任化」（24.2％）の順となった（図表５）。

※ 従業員の過不足感について、「不足」と回答した企業に尋ねたもの

３．従業員の不足への対応

図表５ 従業員の不足への対応（複数回答） 図表６ 従業員の不足への対応（複数回答、業種別）

※ 表中、全体を５ポイント以上上回るものを網掛(青色)で表示
※ 氷雪販売業、映画館、公衆浴場業は、サンプル数30未満につき、参考値として灰色で表示
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○ 従業員の採用に向けた取組みで効果的なものは、「身内や知人等への紹介依頼」と回答した企業の割合が39.5％と最も高く、
次いで「求人サイトの活用」（27.1％）、「ハローワークへの求人」（19.9％）の順となった（図表７）。

※ 従業員の採用に向けた取組みについて「実施している」と回答した企業に尋ねたもの

４－１．従業員の採用に向けた取組みで効果的なもの

図表７ 従業員の採用に向けた取組みで効果的なもの（複数回答・３つまで）
（n=1,415）
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26.1 43.5 17.4 8.7 4.3 4.3 13.0 0.0 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.0 

理容業
（n=86）

27.9 10.5 25.6 14.0 46.5 2.3 0.0 3.5 0.0 12.8 5.8 0.0 2.3 0.0 2.3 20.9 

美容業
（n=141）

26.2 16.3 22.7 14.2 29.8 3.5 0.7 4.3 0.7 5.7 0.7 2.1 0.0 2.1 2.1 29.8 

映画館
（n=46）

17.4 32.6 6.5 50.0 8.7 8.7 0.0 4.3 6.5 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 2.2 8.7 

ホテル・旅館業
（n=144）

32.6 36.8 31.3 5.6 12.5 2.1 13.9 13.9 9.0 3.5 0.7 0.0 0.7 3.5 3.5 11.8 

公衆浴場業
（n=31）

54.8 25.8 9.7 9.7 3.2 19.4 0.0 3.2 0.0 0.0 3.2 0.0 0.0 0.0 6.5 9.7 

クリーニング業
（n=77）

27.3 32.5 31.2 15.6 3.9 9.1 5.2 3.9 10.4 0.0 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 19.5 

図表８ 従業員の採用に向けた取組みで効果的なもの（複数回答・３つまで、業種別）

４－２．従業員の採用に向けた取組みで効果的なもの（業種別）

※ 表中、全体を５ポイント以上上回るものを網掛(青色)で表示
※ 氷雪販売業は、サンプル数30未満につき、参考値として灰色で表示
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○ 従業員の定着に向けた取組みで効果的なものは、「賃金の引き上げ」と回答した企業の割合が48.0％と最も高く、次いで「休
日・休暇の増加」（39.8％）、「勤務時間の削減」（31.6％）の順となった（図表９）。

※ 従業員の定着に向けた取組みについて「実施している」と回答した企業に尋ねたもの

図表９ 従業員の定着に向けた取組みで効果的なもの（複数回答・３つまで）
（n=1,542）

５－１．従業員の定着に向けた取組みで効果的なもの
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全体
（n=1,542）

48.0 39.8 31.6 20.6 13.4 9.5 6.2 5.0 4.6 3.9 3.5 2.8 1.8 1.4 9.2 

飲食業
（n=766）

50.0 36.9 28.5 23.6 13.4 8.9 5.5 5.7 4.7 2.9 2.9 1.3 2.0 0.8 9.9 

食肉・食鳥肉販売業
（n=113）

57.5 48.7 33.6 18.6 12.4 8.8 0.9 2.7 5.3 7.1 2.7 2.7 0.9 2.7 5.3 

氷雪販売業
（n=25）

44.0 56.0 36.0 12.0 20.0 12.0 16.0 0.0 4.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 8.0 

理容業
（n=107）

38.3 42.1 49.5 17.8 11.2 8.4 1.9 8.4 1.9 0.0 6.5 3.7 0.9 3.7 13.1 

美容業
（n=197）

35.5 56.9 45.2 15.7 18.8 7.6 7.1 4.6 4.6 2.0 5.6 8.6 1.0 1.5 7.6 

映画館
（n=49）

46.9 38.8 22.4 22.4 8.2 10.2 8.2 2.0 12.2 4.1 4.1 8.2 2.0 2.0 6.1 

ホテル・旅館業
（n=140）

61.4 30.7 22.1 14.3 10.7 12.1 10.7 3.6 7.1 13.6 3.6 2.1 2.9 1.4 7.9 

公衆浴場業
（n=48）

33.3 18.8 18.8 29.2 14.6 10.4 4.2 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 6.3 8.3 

クリーニング業
（n=97）

46.4 34.0 30.9 18.6 9.3 15.5 11.3 2.1 1.0 5.2 4.1 1.0 1.0 0.0 11.3 

図表10 従業員の定着に向けた取組みで効果的なもの（複数回答・３つまで、業種別）

５－２．従業員の定着に向けた取組みで効果的なもの（業種別）

※ 表中、全体を５ポイント以上上回るものを網掛(青色)で表示
※ 氷雪販売業は、サンプル数30未満につき、参考値として灰色で表示
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図表11 正社員の賃金水準（全業種）
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図表12 正社員の賃金水準（2023年、業種別）

上昇
（※1）

不変
低下
（※2）

飲食業
実績（n=852） 41.8 55.9 2.3 

見通し（n=855） 38.9 60.1 0.9 

食肉・
食鳥肉販売業

実績（n=133） 60.9 38.3 0.8 

見通し（n=134） 54.5 44.8 0.7 

氷雪販売業
実績（n=35） 31.4 65.7 2.9 

見通し（n=35） 40.0 57.1 2.9 

理容業
実績（n=183） 20.2 72.7 7.1 

見通し（n=183） 23.5 74.9 1.6 

美容業
実績（n=259） 38.6 57.5 3.9 

見通し（n=259） 37.8 61.4 0.8 

映画館
実績（n=57） 59.6 40.4 0.0 

見通し（n=57） 31.6 68.4 0.0 

ホテル・旅館業
実績（n=141） 72.3 27.7 0.0 

見通し（n=142） 64.8 34.5 0.7 

公衆浴場業
実績（n=63） 25.4 68.3 6.3 

見通し（n=63） 20.6 77.8 1.6 

クリーニング業
実績（n=141） 29.8 68.8 1.4 

見通し（n=141） 30.5 67.4 2.1 

2023年

６．正社員の賃金水準

○ １年前と比べた正社員の賃金水準について、「上昇」と回答した企業の割合は41.8％と、前年調査（2022年）を7.4ポイント
上回り、比較可能な2019年以降、最も高い割合となった。

○ 今後１年間の正社員の賃金見通しは、「引き上げ予定」が38.9％と、前年調査を6.1ポイント上回った。

※「正社員は雇用していない、雇用の予定がない」と回答した企業を除いて尋ねたもの

※１見通しにおいては、「引き上げ予定」と読み替える。
※２見通しにおいては、「引き下げ予定」と読み替える。
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上昇
（※1）

不変
低下
（※2）

飲食業
実績（n=1,011） 58.0 40.6 1.5 

見通し（n=1,012） 43.2 56.2 0.6 

食肉・
食鳥肉販売業

実績（n=120） 71.7 26.7 1.7 

見通し（n=120） 49.2 50.0 0.8 

氷雪販売業
（※3）

実績（n=28） 53.6 46.4 0.0 

見通し（n=28） 25.0 71.4 3.6 

理容業
実績（n=106） 15.1 81.1 3.8 

見通し（n=106） 17.9 81.1 0.9 

美容業
実績（n=186） 44.6 52.2 3.2 

見通し（n=186） 38.7 61.3 0.0 

映画館
実績（n=56） 78.6 21.4 0.0 

見通し（n=56） 33.9 66.1 0.0 

ホテル・旅館業
実績（n=156） 80.1 19.9 0.0 

見通し（n=157） 59.9 39.5 0.6 

公衆浴場業
実績（n=62） 43.5 56.5 0.0 

見通し（n=62） 27.4 71.0 1.6 

クリーニング業
実績（n=132） 65.2 33.3 1.5 

見通し（n=132） 39.4 59.8 0.8 

2017年 2018年

図表13 非正社員の賃金水準（全業種） 図表14 非正社員の賃金水準（2023年、業種別）

2023年

７．非正社員の賃金水準

○ １年前と比べた非正社員の賃金水準について、「上昇」と回答した企業の割合は57.5％と、前年調査（2022年）を8.1ポイン
ト上回り、調査開始以来、最も高い割合となった。

○ 今後１年間の非正社員の賃金見通しは、「引き上げ予定」が41.7％と、前年調査を6.2ポイント上回った。

※「非正社員は雇用していない、雇用の予定がない」と回答した企業を除いて尋ねたもの

※１見通しにおいては、「引き上げ予定」と読み替える。
※２見通しにおいては、「引き下げ予定」と読み替える。
※３サンプル数30未満につき、参考値として灰色で表示
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